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第５回戦術委員会確認事項 

２０１８年３月１４日 

全日本金属産業労働組合協議会 

（金属労協／ＪＣＭ） 

 

金属労協は、集中回答日である本日、午前11時より第５回戦術委員会を開催し、大手の集計

対象組合における回答の受け止め、ならびに今後回答を引き出す組合におけるＪＣ共闘の進

め方を、以下のとおり確認した。 

 

１．ＪＣ共闘は、競争力強化に向けた組合員の粘り強い努力と生み出した成果に十分に報い、

「生産性三原則の実践」による「人への投資」を実現することによって、「強固な現場」

「強固な金属産業」「強固な日本経済」を構築するため、「3,000円以上の賃上げ」や労働

諸条件の引き上げを実現すべく、産別・単組が強力な交渉を展開してきた。 

一方、経営側は、賃上げに対する社会的要請、「人への投資」の重要性については一定の

理解を示しつつも、過去４年間の賃上げによる賃金水準上昇の重み、賃上げに限定されな

い配分のあり方の検討などを主張してきた。 

各産業・企業労使は交渉において、第４次産業革命の急激な進展に直面する中、激変す

る産業構造に対する労使の対応に関し議論を深めてきたが、賃上げに関する交渉は、最終

局面までもつれ込むこととなった。 

 

２．大手の集計対象組合は、本日12時50分現在、42組合が回答を引き出した。 

本日引き出した回答は、われわれの要求をすべて満たすものとはいえないが、ＪＣ共闘

強化の下で、各組合がぎりぎりの交渉を行ってきた結果であり、とりわけ、ほとんどの組

合が昨年を上回る賃上げ回答を引き出したことは、このあと回答を引き出す中堅・中小労

組や非正規労働者の「底上げ・格差是正」につながる成果であると判断する。 

また、「人への投資」による組合員の意欲・活力の向上、企業基盤の強化に一定の役割を

果たすものと考える。 

 

① 賃金については、集計対象55組合中、これまでに回答を引き出したすべての組合で、

ベアなどの賃上げを獲得した。現時点の賃上げ額の平均は１，５５９円（41組合）とな

っており、昨年と比較可能な36組合の平均は1,539円で、昨年を525円上回っている。昨

年賃上げを獲得できなかった３組合を含め、38組合で昨年実績を上回る賃上げを獲得し

ている。 

これは、交渉を通じて、今次闘争の社会的意義や産業・企業の持続的な発展に向けた

「人への投資」の重要性について認識の共有化を図り、労働組合として、賃上げによる

組合員の意欲・活力の向上、人材確保に向けた産業・企業の魅力の向上を強く訴え続け

たことが、成果につながったものと受け止める。 

訂正版 



- 2 - 

 

中堅・中小労組では、歴史的な人手不足、繁忙感を踏まえ、底上げ・格差是正に向け、

積極的な交渉を展開している。今後回答を引き出す組合は、引き続き賃上げにこだわり、

とりわけ、2014年以降、必ずしも毎年賃上げを獲得できなかった組合を含め、要求趣旨

に沿った賃上げの獲得を図り、賃金の底上げ・格差是正を実現していく。 

 

② 企業内最低賃金協定については、現時点で23組合が引き上げを獲得、引き上げ額の平

均は月額1,180円となっている。企業内最低賃金協定の引き上げは、組合員のみならず、

未組織労働者・非正規労働者の賃金の底上げに寄与するものであり、労働組合の社会的

責任を果たすものとなっている。 

今後の交渉・協議で決定する組合においても、企業内最低賃金協定の締結拡大と水準

の引き上げに向けて、強力に取り組んでいく。 

 

 ③ 一時金回答については、21組合が回答を引き出し、全体として業績が回復傾向にある

ことを反映して、昨年と比較可能な20組合では、昨年を上回る組合が14組合、下回る組合

が６組合となっている。 

引き続き、組合員の生活の安定を図り、その努力や成果に報いる適正な配分を求めて

いく。 

 

④ 働き方の見直しについては、各組合の実態を踏まえ、労働時間の短縮につながる施策

や、育児・介護・病気治療と両立できる柔軟な労働時間制度・休暇制度の導入などについ

て前進が図られている。引き続き働く者の立場から、職場の課題解決に資する働き方の

見直しに向け、協議を重ねていく。 

 

⑤ 非正規労働者の雇用・賃金・労働諸条件や60歳以降の雇用・処遇などの改善について

は、具体的な賃上げ回答や、前進回答を引き出している。 

引き続き労使協議を行う組合は、具体的な前進を確実に引き出すよう、取り組みを強

化していく。 

 

３．金属労協は、バリューチェーン全体の賃金・労働諸条件の引き上げが、金属産業の競争

力強化にとって不可欠であるとの認識に立ち、賃上げ獲得組合の拡大と底上げ・格差是正

の実現に向け、中堅・中小労組の交渉をＪＣ共闘全体で支えていく。このため、地域で主

導的な役割を担う速報対象組合の回答引き出し状況についても、迅速な情報の共有化を図

る。 

 

４．次回戦術委員会を４月３日（火）に開催し、ＪＣ共闘全体における３月末段階での回答

引き出し状況の集約を行う。 

以 上 


